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今日の富士山



今週の田畑の育ち（神奈川県平塚市付近）



今週の田畑の育ち（滋賀県守山市付近）



車窓：矢作川



奈良・桜井市：多武峰・談山神社　十三重塔



『格差社会の構造』の諸章を
　　　　　　　概観する

今週のテーマ



テキスト

森岡孝二編著
『格差社会の構造
　　－グローバル資本主義の断層』
　　　　　　　桜井書店、２００７年９月刊



執筆した仲間達



執筆した仲間達



序　章　こうして拡大した格差と貧困
第１章　新しい働きすぎとホワイトカラー・エグゼンプション
第２章　雇用の外部化と製造業における派遣・請負
第３章　アメリカのスタッフィング・サービス産業と
　　　　　労働市場改革
第４章　ディーセントワークと日本の労働基準
第５章　家計の資産格差と生活格差
第６章　日本経団連の税制提言と格差問題
第７章　繊維産業のグローバル化とユニクロ経営
第８章　バイオテクノロジーと多国籍種苗企業

『格差社会の構造』：各章



第２回　格差と貧困を考える
第３回　働きすぎを考える　　
第４回　派遣と請負を考える
第５回　アメリカの労働市場改革運動をみる
第６回　世界から日本の労働基準をみる　　
第７回　家計の資産格差と生活格差を考える
第８回　経団連の税制提言と格差問題をみる
第９回　繊維産業の未来を描く　　　　　　　　
第１０回　食料輸入と遺伝子組み換え作物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　について考える　

講義；各回のテーマ

←序章
←１章
←２章
←３章
←４章
←５章
←６章
←７章
←８章



格差と貧困を考える

第２回目



ワーキング・プアの増大：社会問題

・労働分野の規制緩和
　　正社員の働きすぎ
　　細切れ雇用：
　　　　　　パート・アルバイト・派遣・請負
　　労働時間規制と適用除外：
　　　　　ホワイトカラー・エグゼンプション

・アメリカでのワーキングプア問題
・テレビ放映



ここまで拡大した格差と貧困

・ＯＥＣＤ「対日経済審査報告」

　　　　相対的貧困率

　　　　日本：先進国１７か国中、
　　　　　　　　アメリカについで２位



・賃金の格差　

　　性別格差

　　　時間当たり賃金：
　　　　　男性一般労働者：１００
　　　　　女性一般労働者；７０を下回る

　　男性パートも下がっている：
　　　　　　　　　　　　　　　　５０前後まで

　　女性パート：４３～４５



・雇用・労働の規制緩和と
　　　　　　　派遣労働者の増大

　職業安定法の規制緩和：
　　　　労働者派遣法の制定　１９８５年

　　全面規制緩和へ



新自由主義による経済再生戦略

　　市場個人主義→労働の規制緩和
　　　　　　　　　　　　　→格差社会化の進展

資本のマーケット：
　　　世界へ投資　　　金融マーケットの広がり

長期不況：人員削減　労務費の削減

　　　　　　　　　長期雇用環境からの脱却



働きすぎを考える

第３回目



見せかけの時短のもとで
　　　　　　　猛烈に長時間働く

過労死１１０番

過労死の社会問題化

働きすぎ　＝　働かされすぎ



日本的働きすぎの特徴

１）「男は仕事、女は家庭」＋
　　「男は残業、女はパート」の性別分業

２）長時間残業とサービス残業

３）残業に対する労働組合の規制力の弱さ
　　　　　　　　　三六協定、違法残業

４）過労死・過労自殺の存在
　　　　労災認定
　　　　月１００時間、あるいは月８０時間を
　　　　　　　越えると過労死・過労自殺へ



アメリカ発の新しい働きすぎ
　５つの「資本主義」

１）グローバル資本主義
　　　多国籍企業　国内雇用不安定　
　　　賃金の引き下げと労働時間延長

２）情報資本主義
　　　仕事の時間と個人の時間の境界を
　　　　　　　　　　　　　　あいまいに（ケータイ）　
　　　仕事がどこまでも追いかける
　　　熟練を不要にし、非正規雇用に置き換え



アメリカ発の新しい働きすぎ　５つの「資本主義」

３）消費資本主義
　　　消費を追い求める
　　　スピードとコンビニ化
　　　長時間深夜走るトラックと
　　　パート・アルバイトの細切れ労働者

４）フリーター資本主義
　　　労働市場の流動性

５）株主資本主義
　　　株価至上主義
　　　Ｍ＆Ａ（企業合併・吸収）・リストラ



派遣と請負を考える

第４回目



非正規雇用、派遣労働の増加

　非正規労働者率：
　　　１９９４年：２０％　→　２００６年：３２％

　派遣労働者：
　　　２００１年：３３万人　→　２００５年１０２万人

　特に若者層に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（労働力調査）



労働者派遣法改正

製造現場への派遣解禁
　　　　←「新時代の「日本的経営」」

２００４年３月から製造業務への解禁
　　　　　　　　　　　　　　　　　期間１年間
　２００７年から　期間を３年間に延長



なぜ、派遣労働を使うか？

１）科学技術の発展と仕事の外部化
　　　　　　製造技術の進展と単純労働化

２）製品の短命化と外部化
　　　　　　　　　　　　　　　　　市場競争

３）産業予備軍：産業革命期から続く



製造業に求められる労働者とは？

・労働者の適応能力と労働者の誇り

・ものづくりと企業力を培うための労働力

課題：
セーフティネット　：　職業再教育



アメリカの
労働市場改革運動をみる

第５回目



労働供給業とは：

雇用そのものを創出しない

雇用という労働者の生命と生活に不可欠な
領域を営業の場とし、
低スキルの日雇労働者に寄生し、
彼らからピンはねすることを
利潤の源泉とする産業



労働市場改革運動とは：

地域の貧困化などを改善するための労働者支援
の派遣事業を起こして、労働市場を改革する動き

１）法整備：日雇い派遣労働者保護法の制定

２）失業者の職業訓練を施して、企業に直接雇用
　させる試み

３）労働者支援の派遣事業

人材派遣業に依存せざるをえない底辺労働者の
労働市場の改革



まとめ：
労働市場改革運動：

不利な労働者に質の良い仕事や雇用を保障しよ
うとする運動

ローロード、労働者を使い捨て、賃金・労働条件
が「底辺に向かう競争」状況、
それを助長しているスタッフィング・サービス産業



労働市場改革運動：

アメリカ：労働市場で特異性：
　　　　　移民、人材派遣大国
　　　　　それを規制する連邦法がない
　　　　　基本的に解雇自由、
　　　　　就職斡旋はほとんど民間

その中で新たな運動の動きが出ている

日本との比較：　１０年先を行くアメリカ
リビング・ウエイジ運動と日本



世界から
日本の労働基準をみる

第６回目



労働基準とは：

使用者による一方的な労働条件の決定に対する
公的な規制措置：　

日本では
労働基準法：
労働契約、雇用、賃金、労働時間などの
労働条件の最低基準



新しい国際的労働基準へ：

１９８０―９０年代のグローバル化の急速な進展
国民経済への規制と調停では限界

人間生活の不安定と雇用・労働の問題が
世界の共通認識となってきた。

ＩＬＯ：新しい国際的労働基準の提言の必要性



ディーセントワークとは：

「まともで人間的な仕事」であり、
労働者の「権利が保護され、十分な収入を
生み出し、適切な社会的保護が供与される
生産的な仕事」であり、
グローバル化された世界で、
「世界中の政治および実業界の指導者たち
に突きつけられている世界的な要求」であり、
グローバルゴールである



ＩＬＯ後進国　日本

ＩＬＯの創生期から主要構成国として加盟

１９４０年に脱退扱い（国際連盟脱退１９３３年）

戦後、国連加盟より早い１９５１年に復帰

ＩＬＯ活動には消極的



日本へのＩＬＯ勧告：

国家・地方公務員：ストライキ権剥奪

警官・消防団員：団結権なし

ＩＬＯ：
日本の公務員にストライキ権を含む
労働基本権を付与する勧告：
３回（０２年、０３年、０６年、）

教員：教育労働者の権利を守るように勧告



企業の社会的責任：

ＣＳＲ：Corporate Social Resposibilities: 
企業の本業にとって直接生じる社会的責任

調査企業の８割でＣＳＲに取り組み

取り組み重視の順序：
　１）顧客・消費者
　２）社会
　３）株主
　４）社員

　　　※社員が４番目



企業の労働者保護に対する社会的責任：

企業は一定の利益を獲得することを
公に認められている社会的存在であり、
その限りにおいても
ＩＬＯの定めた国際的労働基準すなわち
ディーセントワークにもとづいた労働者保護
という社会的責任を負うべき存在である。



家計の資産格差と生活格差
　を考える

第７回目



資産格差の実態と解明

格差社会の解明には、
資産格差の実態追及が必要

資産格差の実態解明は、
データも文献も少なく、
またその信頼性も乏しく、難しい



所得と貯蓄の関係

所得が高ければ高いほど、
　　　それに付随する貯蓄額と貯蓄率が高い

貯蓄での開差は所得レベル以上に拡大する



家計資産形成と格差

勤労所得に対比される資産所得は、
各十分位が高位になるほど
その額を増している

金融資産：証券・株式保有額



家計資産の世帯間移行

１９８０年代に日本の家計に保有する
土地資産額の約４０％、金融資産額の約２８％
が相続を原因とする

持ち家：：住宅取得
　　戦後の「人生における最大の買い物」

持ち家率：各層とも高水準、相続対象



「生活資産」と「貨殖資産」

生活資産：純粋に家計による消費に供せられて
　　　　　　　いる資産

貨殖資産：金融・株式市場や不動産賃貸市場　
　　　　　　　に委ねられる資産

所得と資産の大きさ：
　　貨殖資産に由来する資産所得が大きくなる

生活資産のみにかろうじて終始する多数部分
貨殖資産にも大きく頼れる少数部分



富の偏在

家計資産・貨殖資産の拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　富の偏在

　世代間に特権的な「インナーサークル」の形成

　生活できない
　結婚できない　　　　　　→　悪循環　
　子供を生めない　　　　



経団連の税制提言と
　　　　　　　格差問題をみる

第８回目



２００７年度の税制提言

１）法人実効税率の引き下げ

２）減価償却制度の見直し

３）国際的な二重課税の排除

４）合併等対価の柔軟化への対応

５）地方法人課税の軽減

６）少子化対策



２００７年度提言の内容

・経済活力、産業活力の維持・発展　
　　　　　　　　国際競争力をつけるため

・税制の国際的な整合性の重視、
　　　　　ＩＴ投資促進税制等の技術投資を促す税制

・法人税実効税率の引き下げ、減価償却制度の見直し

・実効税率の引き下げ

税負担が少なければ少ないほど、内部留保が増大して、
投資資金が確保できる



企業による利益の社会還元

・内部留保率の増加：
　企業が税や社会保障負担、賃金として社会的に
　還元できる余力があるかどうか

・利益の社会還元がどの程度可能か　
　　それを検討するのが経済団体の社会的責任

・企業も社会の一員：経団連の基本的姿勢

「広く国民の利益を考えるなら、大きな利益を上げている
大企業がより多くの税を負担する方向での提言があって
もよいはずである。それはこの国の社会の安定や国民の
福利の向上と結びつき、ひいては企業を支え、経済の安
定を可能にする基盤を醸成することにもなる」



公正なる税負担とは：

・財政再建のためには、増税が必要

・財政破綻の原因：公共投資による景気刺激策→
　　　　企業業績に貢献→企業利益→企業の内部留保
　　　　→財政破綻：企業の責任とは

・財政再建の為に、誰がそれを負担するか
　消費税の増税のみに頼るべきかどうか

・格差社会への対応：
　政府・自治体による政策が必要
　そのための財源をどこに求めるか
　誰が負担すべきか

・企業活力→従業員へ→格差解消　の道筋はどうか



経団連への提言

・経団連の企業活力重視の偏重、
　　消費税の大幅引き上げ、
　　企業の社会保障負担の引き下げ要求

・国民の福祉向上は二の次、　
　　　　　　　大企業の利益第一主義

・提言：
　　財政危機　公共事業偏重財政　企業の責任
　　国民の幸福追求の基盤となる生活・労働の実情に
　　ついてももっと関心をもつべき
　　企業にとってもプラス



繊維産業の未来を描く

第９回目



アパレル（衣料品）の輸出入

日本：　輸入　２兆２４５９億円
　　　　　　　　　　　　８２．３％　中国から
　　　　　輸出　６５７億円　：輸入の２．９％

イタリア：　輸出が輸入の２倍
ドイツ、フランス：輸出が輸入の４０％超
アメリカ：　８％

先進国のなかでは日本の輸入依存度が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極めて高い
繊維産業におけグローバル化は
　　　　　　　　　　輸入一辺倒のグローバル化



ユニクロ経営の成功の秘密

中国で生産、低賃金利用　：他の企業も同じ
　　中国の賃金　日本の１０分の１、２０分の１

従来の繊維業界にない新しい生産・流通シス
テムをつくりあげた

中国における協力工場（パートナー工場）
　　　　　　　　　　への技術指導　「匠チーム」



少品種大量生産へ

衣服：
　　　もともと多品種生産

　　　少品種で大量の製品を低コストで生産

衣服も部品の組み合わせ：
　　　　　　　　糸、生地、柄、色、サイズ

販売から生産まで一貫した製造小売業

流通コスト、売れ残りリスクの圧縮
　　　　　　　　　ユニクロ：コストダウンの成功



ユニクロ・ブランド

出来るだけ他の人と違う個性的な服装をして
目立ちたい
同じものを身に付けることが嫌われる衣料品
でなぜこのような大量販売が可能になったか

世の中の流行の範囲の中で行動して
恥をかきたくない、けなされたくない
「原宿」から発信した宣伝力

単なる安物ではない　それなりのものがそれ
なりに安い　　　みんなが「ユニクロ」を着てい
ても恥ずかしくない



着心地

日本：飾ったときには世界で一番美しい

イタリア：着心地重視、着心地のための
　　　　　　試着モデルまでおいている

布の風合いや着心地など五感に訴える内容
が最も大切

モデリスタ：デザイナーのセンスを活かしなが
　　ら着心地がよく、かつつくりやすい衣服を　
　　設計する　　どの生地を使って、どの工場
　　で、どう熟練工を配して縫うかなどの設計



これからの繊維産業：

ロングテール理論：
　８０対２０の法則：
　　　　　　　２０％のアイテムに８０％の売上
　「死に筋」商品を活かす方法
　ネット・ショッピング
　縦のネットワーク

ＩＴ化
　　ＳＣＭ：　Supply Chain Management
　　　　　情報の共有化がどこまでできるか



食料輸入と
遺伝子組み換え作物に
ついて考える

第１０回目



とうもろこし

目標：
人間による自然の支配を放棄し、
地球生態系すべてとの調和を
回復させる方向で
経済・社会の枠組みをいまいちど
組み立て直す手がかりを探りたい。
それこそ持続可能な未来への
処方箋にちがいない



とうもろこしと水

とうもろこし：
　生育に必要な水量は小麦の３倍を必要とする

　農作物は９０％以上の水分からなりたっている

日本の穀物自給率：約２０％に低下

穀物・野菜の輸入の激増：水の輸入
　　　　　　　　　　　　　　　　　仮想水



とうもろこしとアグリビジネス

第二次大戦後　アグリビジネス
　　　　　　単一効率栽培　発展途上国に
とうもろこしの栽培が地球規模での拡大　　

アメリカのハイブリッドコーン：
　　　　掛け合わせ：バイオテクノロジー：

両系統の優性を引き出す：
　　一代雑種に限られる
　　種子の自給ができなくなる
　　毎年種子を買う
　　大手種苗企業が成長



とうもろこしと遺伝子組み換え

とうもろこし：利潤生み商業作物
　　　　　　　　遺伝子組み換えの対象

遺伝子組み換え作物の
　　　　　人体・生態系への影響と不安

アメリカの種苗企業：モンサント
　　　　食品への表示に反対
　　　　農家に特許使用料
　　　　種子の保存を禁止

遺伝子組み換え作物の栽培で、種子の飛散、
　　　　　　昆虫による媒介を完全に遮断できない



百貨店と１００円ショップ

「有機」を選択できる富裕

嗜好をマクドナルドに象徴される画一的な
　　　　　　　　　食料に誘導される低所得者層



最近の動きから



朝日 2008-05-02



朝日 2008-04-26



朝日 2008-05-01



朝日 2008-05-15



日経 2008-01-28



朝日 2008-05-21



日経ＭＪ 2008-05-23



朝日 2008-06-05



日経 2007-12-01



朝日 2008-05-22



朝日 2008-05-22



朝日 2008-05-23



朝日 2008-06-03夕刊



朝日 2008-06-04



朝日 2008-06-14



朝日 2008-05-10



朝日 2008-06-14



朝日 2008-05-21



『格差社会の構造』の諸章を
　　　　　　　概観する

今週のテーマ

終わり



今週の元気な企業と人

日本車両製造
豊川製作所
（愛知県豊川市）

日経産業 2008-04-21



ビデオ鑑賞

映像　’０７

夫はなぜ、死んだのか
　　　ー過労死認定の厚い壁ー

毎日放送：２００７年１２月９日放送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９分



現代経済事情Ⅲ
世界経済と中小企業

２００８年６月２０日

高田好章

第１１回　終わり


